
【建設工事・市外】

提出書類一覧（建設工事・市外） ※高岡市外に主たる営業所（本店）を有する方

建設
工事

押印の
要否

摘要

1
一般競争（指名競争）参加資
格審査申請書（建設工事）
【様式第１号】

○

記入例を参考に作成してください。
建設業許可の有効期限が複数ある場合は、許可年月日
が最も古い業種のものを記入してください。
建設業許可及び経営規模等評価結果通知書・総合評定
値通知書の内容を記入（転記）してください。
※完成工事高の無い業種については、希望申請できませ
ん。

2
使用印鑑届
【様式第２号】

○ 要

入札（見積）書及び契約の締結並びに代金の請求等に使
用する印鑑を届け出てください。

住所・商号（名称）・代表者は本社（本店）を記載ください。

3
支店委任状
【様式第３号】

△ 要
入札等の権限を支店長等に委任する場合に提出してくだ
さい。

4
滞納が無いことの証明書又
は納税証明書（市税）

△

本社（委任する場合は委任先）の所在地が高岡市外
の場合に、①か②のいずれかを提出してください。

①税滞納がないことの証明書(全税目）

②直近の事業年度の納税証明書
（所在地の市町村で賦課されている全ての税）
　【法人の場合】
　　　法人市民税、個人市・県民税（特別徴収）、
　　　固定資産税、軽自動車税、事業所税等
　【個人の場合】
　　　個人市・県民税、固定資産税、軽自動車税、
　　　国民健康保険税等

令和６年10月１日以降に発行されたものに限ります。
委任する場合は、委任先の所在する市町村が発行するも
ののみ必要です。

※営業所を設立後、課税がない場合は、法人の設立・変
更等の申告書を提出してください。
※納税の猶予を受けている場合は、徴収猶予許可通知
書等を提出してください。

5
税務情報の取扱いに関する
同意書
【様式第13号】

△ 要

本社（委任先する場合は委任先）の所在地が高岡市内の
場合に提出してください。

※営業所を設立後、課税がない場合は、法人の設立・変
更等の申告書を提出してください。
※納税の猶予を受けている場合は、徴収猶予許可通知
書等を提出してください。

提出書類
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6

納税証明書（国税） ○

法人税、申告所得税、消費税及び地方消費税の納税証
明書（令和６年10月１日以降に発行されたもの）

法人は、税務署様式その3の3。
個人は、税務署様式その3の2。
納税の猶予を受けている場合は、税務署様式その1（法
人税（又は所得税）、消費税及び地方消費税について記
載のあるもの）。
※電子納税証明書でも可。

7
営業所一覧表
【様式第４号】

△
様式末尾の記載要領に従い、記入してください。
建設業許可申請における営業所一覧表でも可。
※支社、営業所等を有する場合に提出してください。

8
工事経歴書
【様式第５号】

○

申請日の直前2年以内のもの
経営事項審査申請における工事経歴書でも可
※下水道管渠・水道管工事の経歴がある方については、
該当工事をまとめ、別途提出してください。

9
登記事項証明書（法人）又は
身分証明書（個人）

○

令和６年10月１日以降に発行されたもの。
登記事項証明書については、現在事項証明書、履歴事
項証明書いずれも可。
個人の身分証明書は、本籍地の市区町村長が発行する
もの。

10 建設業許可通知書又は許可証明書 ○

審査基準日が申請書を提出する日から1年７ヶ月以内の
もので、名簿登載予定日に有効のもの

【重要】経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書
の雇用保険、健康保険及び厚生年金保険の加入状況に
おいて一つでも「無」がある場合は、入札参加資格申請不
可
　ただし、経営事項審査申請後において「加入」又は「適
用除外」の手続をとられた場合は、その事実を証明する
下記の書類を提出することにより、入札参加資格申請可
○雇用保険の加入確認書類…雇用保険適用事業所設置
届
○厚生年金保険の加入確認書類…直近１ヶ月の（厚生年
金保険料）納入告知書　納付書・領収証書
○健康保険の加入確認書類
【全国健康保険協会健康保険（協会けんぽ）の場合】直近
１ヶ月の（健康保険料）納入告知書　納付書・領収証書
【組合管掌保険の場合】直近１ヶ月の健康保険組合の保
険料の納付書・領収証書

11
経営規模等評価結果通知書・
総合評定値通知書

○
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12
暴力団等の排除に関する誓
約書
【様式第12号】

○

高岡市建設工事競争入札参加資格者選定要綱第２条第
２項第６号で定める暴力団等に該当しないことを誓約する
書面です。内容を確認のうえ本社（本店）の住所、商号又
は名称、代表者氏名を記入してください。

13 その他 △
申請書の「Ｅ.経営情報（５）特定関係」で記載欄が足りな
い場合は、任意の様式に記載のうえ提出してください。

※○印は申請者必須、△印は該当者のみが提出するもの
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